
 

 

平成２２年度当初予算 施策別概要 
 
 
                  33201  保育・放課後児童対策等の充実（健康福祉部） 

33202  地域における子育て支援   （健康福祉部） 

 （主担当部：健康福祉部）        33203  母子保健対策の推進     （健康福祉部） 

                                   33204  児童虐待防止等総合対策の推進（健康福祉部） 

                                   33205 児童と一人親家庭の自立の支援（健康福祉部） 

 

＜施策の目的＞ 

（対象）県民一人ひとりが 

（意図）子育てに不安を感じることなく、安心して子どもを生み育てている 

 

＜施策の数値目標＞ 21 年度実績値は１月末現在で把握できる見込み値を示しています。 

 ※ 夕刻以降の預かり（延長保育、放課後児童クラブ等）、休日・一時預かり（休日・一時保育、
ファミリー・サポート・センター）、病児・病後児の預かり（病児・病後児保育）の市町におけ
る事業実施率 

 

 
＜進捗状況（現状と課題）＞ 
・ 平成 20 年の合計特殊出生率は、1.37（三重県 1.38）で、前年の 1.34（三重県 1.37）に比べわ

ずかに上昇したものの、依然として人口維持に必要な数値を大きく下回っています。 
・ 子どもをとりまく家庭や地域、社会などの環境が大きく変化し、児童虐待やいじめ、子どもに

関わる事件の発生などさまざまな問題が顕在化しています。 

・ 「三重県安心こども基金」により、待機児童の増加への対応や子どもを安心して育てることがで
きる環境整備の促進のため、保育所の新設や増改築を進めています。また、保育ニーズの高まりに

的確に対応するとともに、保育の質の向上に必要な研修事業を実施しています。 
・ 特別保育の取組や保育制度の動向に対応するため、市町との検討の場を設けるとともに、市町や

保育関係団体と連携した取組を進めています。 

・ 放課後児童クラブや放課後子ども教室については、新設や大規模クラブの分割に取り組んでいま

すが、放課後児童対策が実施されていない小学校区も多くあり、今後は、さらに子どもたちの生活
実態など地域の実情やニーズに応じた取組を進める必要があります。 
・ ライフスタイルの変化や晩婚化が進んでいること等により、不妊治療を受ける夫婦が年々増加し

ています。不妊治療費については、１回の助成額を拡充し、経済的負担の軽減に取り組みました。  
また不妊に悩む夫婦のニーズ把握のため、不妊治療が必要な夫婦の意識等調査を実施しています。 

・ 高齢出産や未熟児出生が増加しており、安全で安心な出産ができる周産期医療体制の整備が求
められています。 

施策目標項目（主指標）  H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 

目標値 － 62% 66% 70% 75% 県内における各種の保育（預かり）サ
ービス事業実施率 実績値 57% 62% 63% 66%  

県の取組目標項目（副指標）  H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 

目標値 － 392 人 540 人 587 人 587 人 子育て情報交流センターによる子育
て支援の担い手養成人数（累計） 実績値 317 人 478 人 587 人 587 人  

目標値 － 25 事業 35 事業 40 事業 45 事業 市町が行う出産前後の支援（マタニテ
ィマークの普及、育児支援家庭訪問、
ペリネイタルビジット）の実施事業数 実績値 11事業 24 事業 36 事業 43 事業  

３３２ 子育て環境の整備 



 

 

・ 児童虐待の内容は複雑かつ深刻なものも多く、未然防止や適切な保護、自立への支援が引き続

き必要です。特に保護した児童の入所施設における生活環境の改善を進めています。 
・ 経済情勢の悪化を原因とした経済的支援を必要とする母子家庭の増加に対応するため、母子寡婦

福祉資金の原資を増額するとともに、自立に効果的な資格の取得促進のための支援を行いました。 
・ 子どもや子育て家庭を社会全体でささえる地域社会づくりに向けた気運の醸成をはかるととも
に、多様な主体と連携した取組を一層推進していくことが必要です。 

・ これまでの子育ち支援の取組成果をふまえて、「子育ち」の観点に立ち、子どもの権利条約の４

つの権利を大切にすることを基本的な考え方とする「三重県こども条例（仮称）」を制定すること
とし、策定にあたり、より多くの子どもと大人の参加が得られるよう取組を進めています。 

・ 次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ育つことができるよう、次世代育成支援対策推進法に
基づく「第二期三重県次世代育成支援行動計画」（平成 22～26 年度）を策定しています。 

 
＜平成２２年度の取組方向＞ 
① 「三重県安心こども基金」を積極的に活用して保育所の整備をさらに進めていきます。 

 また、地域のニーズに応じた延長保育等の特別保育の取組が進むよう、市町の取組を支援するとと

もに、保育士の専門性を高めるための研修の充実をはかります。 

② 放課後児童対策が未実施の小学校区の解消に向け市町を支援し、人・社会資源など地域の実情や
ニーズに応じて柔軟に取り組めるよう、総合的な放課後子どもプランの推進に取り組みます。 
③ 親と子の総合的な健康づくりの推進のため、「健やか親子いきいきプランみえ」に基づく母子保
健対策の推進に取り組みます。安全で安心な出産ができるように周産期医療体制の整備、医療機

関との連携による周産期ハイリスク妊婦や乳児の支援体制づくりに取り組みます。 

④ 特定不妊治療に要する費用の負担軽減に引き続き取り組むとともに、意識等調査結果を踏まえ
て、不妊に関する様々な悩みに対応できるように、相談体制の充実に取り組みます。 

⑤ 児童虐待防止の総合的推進のため、出産前後を含めた虐待の未然防止、市町等と連携した対応が

行える相談体制づくりに取り組みます。また、保護した児童がより家庭的な環境で暮らせるよう、
里親制度の活用促進や入所施設におけるケアの質的向上をはかるとともに退所児童の自立支援に

取り組みます。 

⑥ 資格の取得促進など母子家庭の就労支援を行うとともに、ひとり親家庭等への支援制度の活用を
啓発し、母子家庭等の自立支援に引き続き取り組みます。 
⑦ 引き続き地域の企業や団体との協働により、子どもや子育て家庭を社会全体でささえる地域づ

くりに向けた気運の醸成をはかります。また、子どもの主体的な育ちを支援するため、子どもた
ち自身の活動機会の充実やこれを支える人材育成の促進などに多様な主体とともに取り組みます。 

⑧ 子どもたちをはじめとする、より多くの県民の参加を得て、「三重県こども条例（仮称）」の平
成 22 年度中の制定に向けた取組を進めます。 

⑨ 「第二期三重県次世代育成支援行動計画」に基づく取組を着実に推進するとともに、適切に進捗

管理を行っていきます。 
 

＜主な事業＞ 

① 安心こども基金保育基盤整備事業【基本事業名：33201 保育・放課後児童対策等の充実】 

  （第３款 民生費 第２項 児童福祉費  １児童福祉総務費） 
予算額：(21) ３９０，０００千円 → (22) １，６２５，４４０千円  

事業概要：保育ニーズの増加に対応するための保育所の新設・増築や、児童の安全確保のための
改築等について市町を支援します。（11 市町 30施設整備予定） 

 

 



 

 

② 保育士等人材育成事業【基本事業名：33201 保育・放課後児童対策等の充実】 

  （第３款 民生費 第２項 児童福祉費  １児童福祉総務費） 
予算額：(21)  －  千円 → (22) １８，１０５千円  

事業概要：保育士等の資質や専門性を高めるための研修等を実施します。（15 市町実施予定） 

 
③（一部新）（重）次世代育成支援特別保育推進事業補助金 

【基本事業名：33201 保育・放課後児童対策等の充実】 

  （第３款 民生費 第２項 児童福祉費 １児童福祉総務費） 
予算額：(21) １３５，２６３千円 → (22) １２７，９７１千円  

事業概要：市町が進める特別保育の推進を引き続き支援するとともに、広域調整により、取組の
進んでいない病児・病後児保育の推進等をはかります。 

（病児・病後児保育の広域調整 ２地域実施予定） 
 

④（重）放課後児童対策事業費補助金【基本事業名：33201 保育・放課後児童対策等の充実】 
  （第３款 民生費 第２項 児童福祉費 １児童福祉総務費） 

 予算額：(21) ５３３，４４４千円 → (22) ６２７，００５千円  
  事業概要：留守家庭等の小学校低学年児童等に対し、放課後の適切な遊びや生活の場を提供する

放課後児童クラブの設置、運営を支援し、放課後子ども教室と連携して総合的に放課
後子どもプランを推進します。（放課後児童クラブ 257 か所支援予定） 

 

⑤（重）放課後子ども教室推進事業【基本事業名：33201 保育・放課後児童対策等の充実】 

  （第３款 民生費 第２項 児童福祉費 １児童福祉総務費） 
 予算額：(21) ４６，１５８千円 → (22) ４８，９５９千円 
事業概要：子どもたちが放課後にスポーツや文化活動等の体験活動、地域住民との交流活動や学

習活動等を行う放課後子ども教室の取組を支援し、放課後児童クラブと連携して総合
的に放課後子どもプランを推進します。 
（放課後子ども教室 66 か所支援予定） 

 
⑥（一部新）（重）不妊相談・治療支援事業【基本事業名：33203 母子保健対策の推進】 

  （第４款 衛生費 第１項 公衆衛生費  １公衆衛生総務費） 
予算額：(21) １４２，４１９千円 → (22) ３４８，６３５千円 
事業概要：特定不妊治療費の一部（上限 15 万円）を助成します。また、最新医療等の情報提供

ができる新たな相談体制の構築に取り組みます。（2,322 件助成見込） 

 
⑦ 母子家庭自立支援給付金事業【基本事業名：33205 児童と一人親家庭の自立の支援】 

  （第３款 民生費 第２項 児童福祉費  ３母子福祉費） 
予算額：(21)  ５，９４４千円 → (22) ８６，７６４千円  

事業概要：母子家庭の母が看護師等の資格取得に専念できるよう生活費の支給を行います。 
（83人給付見込） 
  

⑧（一部新）（舞）こどもが主役の未来づくり事業【基本事業名：33202 地域における子育て支援】 

  （第３款 民生費 第１項 社会福祉費 １社会福祉総務費） 
予算額：(21) １０，０１０千円 → (22)  １７，１８９千円 
事業概要：子どもたちが主体的に企画し、大人たちのサポートを受けて開催する「こども会議」

を県内各地で展開するなど、「子育ち支援」の取組を「みえのこども応援プロジェク
ト」として推進します。また、子どもたちの健やかな育ちをささえることのできる地



 

 

域社会づくりを推進するため、「三重県こども条例（仮称）」の平成 22 年度中の制定

に向けた取組を進めます。（県内各地におけるこども会議開催の促進等） 

 
⑨（新）婦人保護施設等耐震化等整備事業【基本事業名：33205 児童と一人親家庭の自立の支援】 

  （第３款 民生費 第２項 児童福祉費 ３母子福祉費） 
予算額：(21)   －  千円 → (22) ２２７，４７５千円  

事業概要：婦人保護施設の安全確保と生活環境改善のため、耐震化改築事業を支援します。 

（１施設補助予定） 
  

⑩（一部新）児童扶養手当事業【基本事業名：33205 児童と一人親家庭の自立の支援】 
  （第３款 民生費 第２項 児童福祉費 １児童福祉総務費） 

予算額：(21) ６５４，７２２千円 → (22) ６８５，９９２千円  

事業概要：国の制度改正に伴い、新たに父子家庭を対象に児童扶養手当を支給します。 
（新規対象父子家庭 180 世帯支給見込） 

 

⑪（一部新）安心こども基金児童養護施設等環境改善事業 

【基本事業名：33204 児童虐待防止等総合対策の推進】 
  （第３款 民生費 第２項 児童福祉費 ４児童福祉施設費） 

予算額：(21)   － 千円 → (22) ２８，２１８千円  
事業概要：社会的養護を必要とする児童が入所する児童養護施設等の生活環境改善や施設退所後

の児童の社会適応を支援する自立援助ホームの開所を支援します。（４施設助成予定） 
 
⑫ 妊婦健康診査臨時特例交付金【基本事業名：33203：母子保健対策の推進】 

  （第４款 衛生費 第１項 公衆衛生費 １公衆衛生総務費） 

予算額：(21)  ４２０，７５３千円 → (22) ４４５，０３８千円  
事業概要：妊婦健康診査費用の公費助成（14回）の検査項目に、血糖、Ｃ型肝炎等の血液検査や

子宮頸がん検査等を加え、充実をはかります。（16,483 人助成見込） 
  

⑬ 乳幼児医療費補助金【基本事業名：33202 地域における子育て支援】 

  （第３款 民生費 第２項 児童福祉費 １児童福祉総務費） 

予算額：（21） １，３１５，４３９千円 → （22） １，３１２，０２５千円 
   事業概要：次世代育成の観点から、子育て家庭の経済的負担を軽減することを目的として、乳幼

児医療費助成制度を実施する市町に対し補助を行います。 
 

⑭ 一人親家庭等医療費補助金【基本事業名：33205 児童と一人親家庭の自立の支援】 

  （第３款 民生費 第２項 児童福祉費 ３母子福祉費） 
予算額：（21） ４２３，８０３千円 → （22） ４３０，８３５千円 

  事業概要：一人親家庭並びに父母のいない児童を扶養している家庭の保健の向上と福祉の増進を

はかることを目的として、一人親家庭等医療費助成制度を実施する市町に対し補助を

行います。 


